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地域創生に向けてインターンシップが地域や地域中小企業と若者との接点構築や協働・共
創の役割を果たすことが期待される。地域や地域中小企業は，都会の大企業と異なり，広
報のブランド力や受入余力に乏しいことが想定される。また，大学から離れた地域や地域
中小企業との接点や信頼関係を構築することは一般的に困難である。そのような中，大学
生や大学と地域中小企業双方に価値提供を実現するためにはコーディネーターの役割が重
要視される。本稿では，地域の中小企業に対する地域創生インターンシップの特徴を明ら
かにするため，地域での実践事例調査とコーディネーターに対するインタビュー調査を実
施した。コーディネーターを介した地域中小企業の企画策定，募集，実施サポートを通じ
て，風土改革や経営革新につながり，魅力的なプロジェクトが実施されることで，学生が
集まり地域企業や地域との関係性が構築され，将来の地域への貢献が期待されることが確
認できた。コーディネーターは，企業と学生双方に対する価値提供を実施するため，異な
るノウハウ・経験を有する必要がある。また，コーディネーターの組織的な育成や，地域
全体が発展するための産学連携や，地域での研究会・協議会の設立・運営など，組織の継
続発展に向けた役割が求められる。インターンシップが地域創生の実現に向けて，多様な
役割を果たすことができるコーディネーター人材の育成発展が重要であることが示された。
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Ⅰ　は じ め に

　日本は将来，少子高齢化社会が到来し，人口減
少が進み，人口流入地域と人口流出地域の二極化
が進むと予測されている。首都圏・大都市圏を除
いた地域企業の多くは，若者を中心とした人口流
出の影響もあり，採用が困難な状況である。一般

的に中小企業は「少ない経営資源での日々の対
応」（寺岡 2018）が求められ，多くの場合，新規
事業や新商品の開発に向けた市場創造やイノベー
ションの実現が困難な状況にある。中小企業に
とっては「人材確保」「資金調達」「市場確保・開
拓」が課題で，事業化段階では大企業は豊富な人
材ストックを抱える一方，中小企業では不在の場
合が多い。中小企業にとっては，事業の拡大や多
角化に，どのようにして外部人材を活用するのか
が今後のカギを握る（寺岡 2019）。他企業との
ネットワークに加え，大学や研究機関も地域の企
業が外部資源を活用するネットワーク戦略の重要
な対象となる（金井 2006）。つまり，産学連携や
インターンシップでの外部との協働・共創による
外部人材の活用が，地域の中小企業にとって事業
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の多角化や発展のための有益な策の一つとなり得
る。しかしながら，都会で実施される知名度の高
い企業に対するインターンシップは，HP や就職
支援サイトを通じて広報すれば学生が集まるが，
地域に対するインターンシップは，学生が地域の
実情を事前に認識することが困難であるため，
マッチングの役割や機能が重要となる。このよう
な中で，内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事
務局は，「地方創生インターンシップ事業」に取
り組み，平成 28 年 10 月より独自のホームページ
を開設し，事例集やマニュアルなども展開してい
る 1）。目的は，産官学連携により地域でインター
ンシップを推進する組織において，東京圏等の大
学が，地方企業へのインターンシップを通じて，
地方の企業の魅力を理解し，就職先としての地方
企業が有力な選択肢の一つとなることで，地方へ
の人材還流や地元定着を実現するものである。地
域創生インターンシップの意義としては，移住・
定住促進に加え，産業振興・移住・定住促進・ま
ちづくり，関係人口創出など幅広い施策に関連し
ている。これらの地域創生に向けた産学連携の取
り組みや，インターンシップに関する好事例が取
り上げられている。インターンシップの啓蒙活動
につながり，地域企業の関心向上や，実践者のモ
チベーション向上や，広報を通じた学生の参加に
つなげる意義が認められる。例えば，信州大学と
塩尻市が連携した地域ブランド創造（林・山田・
大島 2020）や，大正大学の地域創生学部における
地域と連携した実践的な活動（山中・瀧本 2019 な
ど）や，長期間の実習が制度で必修化された専門
職大学などがあげられる 2）。
　一方で，「地方創生に資するインターンシップ
等の産学協働を推進するためには，地域内で資
金，人材，ノウハウが循環する連携組織の整備が
不可欠であるが，現状は進んでいない」（松高 
2018）と課題が提起されている。また，中小企業
に関する問題点としては，「インターンシップを
活用していないのは，制度上の問題よりも，企業
側の負担という運用面の問題が大きいため消極的
にならざるを得ない」（服部 2016）と指摘される。
石川県での企業への調査から「受入の手間の削
減」がインターンシップ継続の課題の一つに挙げ

られ，受け入れ体制の構築やプログラムの作成
は，ゼロから取り組む新規業務であり，多くの時
間と手間を要すると課題が挙げられている（門間 
2017）。他方，大学については，文部科学省の支
援のもと，平成 25 年度より「地（知）の拠点整備
事業（大学 COC 事業）」（Center of Community）に
よって，大学が自治体と連携し，地域を志向した
教育・研究・社会貢献を進めることで，地域の課
題解決に資するさまざまな人材や情報・技術が集
まる，地域コミュニティの中核的存在となるべく
その機能強化が図られた。平成 27 年度からは，
後継事業として，「地（知）の拠点大学による地
方創生推進事業」（COC＋事業）が推進された。
目的は，若年層の東京一極集中を解消するため，
全学的に地域を志向する大学群，自治体，地域の
中小企業等の連携により，各地域の実情に応じた
雇用創出や学卒者の地元定着率向上に向けた大学
による地域創生の推進である。しかしながら，地
方の雇用創出の成果が不十分な状況の中，地域で
の就職率を向上させることが，学生が地域でどう
ありたいかという意志の配慮がかけ，役立つ人間
の育成が優先される懸念が指摘されている（田中 
2018）。課題として，大学インターンシップを推
進するために各地で自治体・大学・業界等による
連携組織が発足されているが，大学が中長期的な
方針や計画を設定している割合は 4 割以下と限定
的であり，大学教育プログラムとしての関与は薄
く，地方に学生の目を向けるほどの誘引力には
なっていないことが問題提起されている（田中 
2020）。このような課題に対し，令和 2 年には，
大学による地方創生人材教育プログラム構築事業

（COC+R）が COC＋事業の後継事業として実施さ
れ 4 大学群が選定された。目的は，地域の知の拠
点としての大学が，他の大学等や自治体，地域の
企業等と協働し，地域が求める人材を養成するた
めの教育改革を実行するとともに，出口となる就
職先と一体となった教育プログラムを実施するこ
とで，若者の地元定着と地域活性化を推進するこ
とである。特徴は，地域に人材を定着し，地域で
活躍させるために，異なるアクターが連携し，地
域が求める人材像を明確にし，そのための教育プ
ログラムの構築と，就職先と一体となったプログ
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ラムの促進である。インターンシップは，就職か
らは独立して教育の文脈で論議されてきたが，地
域創生の文脈の中では教育と就職の両立の観点が
重要であることが示唆されている。

　Ⅱ　先 行 研 究

　インターンシップ（internship）とは，医師の
インターン（intern）が語源とされており，見習
いという意味に使われている（古閑 2015）。昨今
では，大学におけるキャリア教育の一環として広
く周知され始めており，大学における定義として

「学生が在学中に自らの専攻，将来のキャリアに
関連した就業体験を行うこと」（文部科学省・厚生
労働省・経済産業省 2015）が広く用いられている。
大学における教育効果の高いインターンシッププ
ログラムを普及させるために，「就業体験」「正規
の教育課程」「事前・事後学習・モニタリングの
実施」「実施後の教育効果の測定の仕組みの整備」

「原則 5 日間以上」「大学と企業が協働する」（文
部科学省 2017）基準が示されている。一方，経済
産業省（2012）は「受け入れ企業のメリットの不
明瞭さ」や「受け入れ先の不足」と問題点を指摘
し，文部科学省（2017）は，インターンシップ実
施における企業側の課題として最も高いのが「プ
ログラムの企画・設計（目的，内容，時期，期間，
人数等）74.4％」と指摘している。また，見舘

（2017）は，「インターンシップを大学教育の一環
ととらえながらも，学生と企業にメリットがある
形にどうやって落とし込めばいいのか，新卒一括
採用および総合職採用に関する議論をし，日本型
インターンシップのあるべき姿について考察」
し，学生・企業の効果と，日本型インターンシッ
プの課題として，インターンシップ先の不足や，
期間の偏りや短さ，質向上の問題や，専門人材の
不足などを指摘している。
　自治体と大学が協働する教育プログラムでは，
プロジェクトとプログラムのマネジメントが重要
である一方，地域課題の解決を実施する障壁があ
り，大学・地方自治体が地域の状況を十分配慮し
た活動実態は乏しくプログラムレベルで地域住民
のニーズと地域住民の理解増進の重要性を指摘し

ている（岡田ほか 2019）。日本では産学官連携や
地域レベルで，さまざまな連携が進められてきた
が，継続的なものとは言い難い状況である。「場」
が形成されたとしても継続できるようにするこ
と，あるいは作り変えることなどマネジメントが
不可欠になるが，「場」を意識しないため，それ
までの取り組みを次に活かすことができない課題
が指摘されている（西尾 2018）。また，インター
ンシップとして，地域や地域中小企業を知ること
や，地域中小企業で働くことを体験することや，
企業と成果を上げることなどの目的が段階的に設
定される。学生が所属する大学の特性や学年，学
生の嗜好によって異なる。また地域側の状況も異
なりインターンシップは千差万別で，個別性の強
いものとなる（野村・今永 2021）。
　これまでのインターンシップ研究では，企業が
主体的に実施するプログラムを対象とする研究内
容は蓄積が乏しい。その少ない事例の中で，企業
に対する 3 週間のインターンシップによる社会人
との関わりのキャリア探索への影響（坂爪・梅
崎・初見 2020）が存在する。このような企業向け
の調査は 200 人程度を年間に受け入れることから
検証が可能であるが，中小企業の場合は受け入れ
人数が少人数で，企業ごとのプログラムが同一の
条件でないことから同様の研究の実施が困難な状
況にある。また，見舘・関口（2014）が指摘する
ように，一般的に，1 カ月を超える長期間のイン
ターンシップは，受入先の開拓や，単位化を含め

図 1　インターンシップの個別性

出所：野村・今永（2021：図 3-10 抜粋）
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てカリキュラム化が困難である。その中でも，工
夫を凝らした取り組み事例は全国で存在する。例
えば，大学と中間支援団体が連携した取り組みと
しては，大学が単位科目として中長期の 4 週間か
ら 6 週間の実践型インターンシップ（髙木・南田・
棚瀬 2016）や，金融機関と大学が連携し地域中小
企業の成果をもたらす産学金連携モデル（今永・
松林・益川 2019）がある。また，長期間にわたる
地域中小企業へのインターンシップ事例として
は，地域の国立大学が中小企業家同友会と連携し
た低年次向け教育プログラム（松坂・山本 2019）
や，北海道大学の中小企業家同友会と連携した低
年時の長期インターンシップ（亀野・梶・川上 
2017），新潟大学の長期インターンシップ事例

（高澤・西條 2016）や，中小企業の長期間の実践
的なインターンシップ事例（企業事例と学生の成
果）（柴田 2018）などが存在する。インターンシ
ップ全体の中で，このような事例や研究の割合は
小さい 3）。また，インターンシップに占める割合
は小さいが，中小企業経営に対しても学びがある
Win-Win のプログラムの存在（芦塚 2016）や，
数カ月以上のインターンシップを専業として
2014 年に経済産業省と協働で「教育的効果の高
いインターンシップの普及に関する調査報告書」
を執筆した NPO 法人 ETIC.（以下「ETIC.」とす
る）が実施するインターンシップが，大学が関与
するものより本格的であると評価する一方量的ボ
リュームの課題が存在する（築山 2014）。
　先行研究では，インターンシップ参加者の学生
を含めた，大学，企業，学生の 3 者の構造化や，
それぞれの特殊性・独自性を細分化・構造化し，
個別事情を踏まえた事例研究や効果検証は十分で
はない。背景には，企業向けのインターンシップ
の事例研究が少ないことに加え，地域中小企業の
事例研究が困難な背景として，中小企業が実施す
るインターンシップの参加者人数の規模が小さい
問題点や，企業ごとの個別性が強いことがあげら
れる。さらに，地域創生インターンシップにおい
ては，地域を超える独自性があり，地域中小企業
と学生をマッチングさせる上で，コーディネー
ターとしての第三者の役割が重要となり，中間支
援団体や，連携組織，コーディネーター機能が重

要な位置づけとなるが，当該分野の研究の蓄積は
少ない。
　そこで，本稿では，地域の中小企業に対する地
域創生インターンシップを対象とし，地域での実
践的なインターンシップ事例とコーディネーター
に対する調査により，概要と課題を明らかにす
る。その上で，地域創生インターンシップに不可
欠なコーディネーターの役割と特徴を考察するた
めに，中間支援団体のコーディネーターに対する
半構造化インタビューを実施した 4）。具体的事例
としては NPO 法人 G-net（以下「G-net」とする）
の実践事例と，三重県尾鷲市への長期実践型イン
ターンシップの事例と，復興・創生インターン
シップの事例を調査した 5）。地域創生インターン
シップを事例検証し，コーディネーターの役割と
特徴を把握することで，学生と企業が双方にメ
リットが得られる Win-Win の関係をもたらすプ
ロジェクト実施につながり，インターンシップが
継続発展し，他地域展開が可能になり，地域創生
へとつながることが期待される。

　Ⅲ　地域創生インターンシップの事例

　G-net が実践するプログラムとして複数社の地
域中小企業に対する「シゴトリップ」と，「課題
協働型・事業参画型」である 2020 年度の「株式
会社船橋」の「長期実践型インターンシップ」の
事例と，2020 年度の三重県尾鷲市で大学 1 年生が
長期間実践的なインターンシップを実施した事例
と，復興創生インターンシップの事例を取り上げ
る 6）。

図 2　研究の全体像
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1　複数社の地域企業体験シゴトリップ

　シゴトリップは，2013 年 8 月より開始され，2020
年 3 月までに 9 回実施され，参加企業はのべ 124
社，参加学生はのべ 728 人である（表 1 参照）。
　時期は，学生の参加が容易な春休み・夏休みの
期間に 5 日間を設定される。初日と最終日は，
G-net が事前・事後学習を実施する。それ以外の
3 日間は，中小企業 3 社を訪問し社長と若手社員
の双方にインタビューを実施する点が特徴であ
る。企業ごとに企業説明や工場見学やワーク
ショップなども組み込まれる。インタビューを踏
まえ，最終日の事後学習では，学生が企業の評価
やアンケート・感想に回答する。学生の回答を企
業へのアセスメントレポートとして集約し送付す
ることが特徴である。
　学生にとっての特徴は，中小企業 1 社に訪問・
インタビューするのではなく，事前事後学習を含
めて，G-net に対する 5 日間のインターンシップ
プログラムである。G-net がコーディネートする
ことで 3 社と接することができ，さらに同じ仕組
みで 3 日間体験することで，比較検討し企業や業
界，人物を見る目を養う機会を得ることができ
る。企業にとっての特徴は，G-net が仲介するこ
とにより，学生の募集やプログラムの検討・実施
が可能となる。さらに，学生に対する事後学習の
結果としてアンケートや感想のフィードバックを
受け，他企業と比べることができ，自社の改善ポ
イントや，学生の感想など単独で実施した場合に
得ることが困難な情報入手が可能となる。
　2021 年度の夏の期間には，愛知県の短大の初
年時のプログラムとして連携した実施や，オンラ
イン環境を活用して全国の団体組織と連携して全
国の地域の中小企業を体験できる仕組みを展開す

る計画である。

2　長期実践型インターンシップ―船橋の事例

　船橋は創業 100 年を迎える防水商品メーカー
で，事業内容は，主にレインウェアや防水エプロ
ンを製造販売している。経営者は 3 代目のオーナ
ー企業である。G-net と連携し，長期インターン
シップを 2020 年時点で累計 14 人を受け入れてい
る。2021 年度は新規事業立ち上げや，企業の課題
解決などを実施している。コロナ禍の中で，社会
貢献を目的として新たに医療用防護ガウンの製造
なども展開している 7）。
　G-net のコーディネーターの役割は次のとおり
である。学生に対して，インターンシップの事前
には，面談，企業のマッチング，プロジェクトの
説明を実施した。インターンシップの途中には，
毎日の日報の確認とコメント，月に一回程度の振
り返りと今後の目標設定と，プロジェクトの状況
確認や困りごとなどのヒアリングを行い，終了時
には振り返り発表会としてプレゼンテーションの
機会と，これまでのプロジェクトの振り返りシー
トの作成を行う。その後，学生と企業双方が希望
したことから，インターンシップを終えて，アル
バイトとして協力関係が継続している。一方で，
企業に対しては，事前の面談，プロジェクト設計
や，学生の状況に応じたプロジェクトの変更や，
サポート方法などの助言を定期的に実施した。経
営者が多くの学生を受け入れる経験を有し，イン
ターンシップの専属担当として，ミギウデ社員と
して入社した 3 年目の若手担当者が存在すること
に特徴がある。ミギウデ社員も，地域中小企業内
での新規プロジェクトや組織変革に関与する役割

表1　シゴトリップの実績
2013年
夏

2014年
春

2015年
夏

2016年
春

2016年
夏

2017年
夏

2018年
夏

2019年
夏

2020年
春 合計

企業数
（社） 9 10 15 25 22 19 9 6 9 124

学生数
（人） 40 45 112 214 122 136 26 18 15 728

中部経済産業局と連携事
業として取り組んだため，
一部形式が異なり，参加
者数も多い

図 3　シゴトリップの特徴

NPO 法人 G-net

A 社
事前学習

事後学習
B 社

C 社

学生も集団・企業も 3 社 単独では学生と接点を
有せない
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を担い，サポートとしてもインターンシップ生が
協働・共創した。
　2021 年のインターンシップ生の具体的な成果
としては，新規サービス立ち上げに向けたマーケ
ティングリサーチや，営業に向けた価格設定やア
プローチするための企業リストや販促チラシの作
成。新規事業として実施した医療用防護ガウンの
展示会準備，販路拡大支援のためのカタログ作
成，HP 作成を担った。また，後半は，外部の公
的機関が実施する補助金申請を担い，企業内の関
係者へのヒアリングを元に申請を仕上げ，採択に
も貢献した。企業からは，インターンシップ生が
企業内の戦力として具体的な成果を企業内に還元
したことからも多大な評価を受けている。学生に
とっても，実践経験を通じて成長を感じられ，企
業のサポーターとして貢献したい意向が合致し，
インターンシップ期間終了後も関係性を継続して
いる 8）。
　当該事例では，インターンシップ生が大学内の
教育プログラムに参加し複数のインターンシップ
などへの参加経験や課外活動経験があり，一定の
経験と意欲を有した状態で長期実践型インターン
シップに参加した。地域中小企業の事業価値創造
に貢献した。経営者と二人三脚のプロジェクトの
みならず，若手ミギウデ社員が経営者と二人三脚
のプロジェクトも実施するが，若手社員とチーム
で取り組むことが特徴である。ミギウデ人材とペ
アでの内容が多かったが，インターンシップの終
盤や，その後の延長期間では，プロジェクトを単
独で担う割合が増加し，単独で戦力として進化す
る変化のプロセスが確認できた。

3�　長期実践型インターンシップ―夢古道おわせ
の事例

　2021 年 10 月から半年間の長期のインターンシ
ップが実施された。事例の学生は関東に在住し，
地元から大学へ通う学生は，コロナ禍の影響で大
学がオンライン講義に変更され，大学に入学後リ
アルな講義を経験できず，大学に登校することが
困難な環境にあった。オンライン環境で講義を受
講できるのであれば，地域へのインターンシップ
との併存が可能となり，地域創生の本質が学べる

と感じ，三重県尾鷲市の「夢古道の湯」の長期イ
ンターンシップへと参加した。受入企業は，2007
年に長期インターンシップの受け入れを開始し，
地域創生インターンシップとして長期間，滞在型
でのプロジェクトに取り組んだ経験を有する 9）。
受入責任者の伊東氏は「受入企業側にとって毎
回，学生に何を提供できるか，どんな評価を受け
るか，地域企業のことに興味を持ってもらえる
か，毎回がチャレンジだと考えている。社会の変
革期だからこそ，受け入れる必要や価値があると
考え，話を聞いて立候補して，若者と一緒にこの
状況を打開すべく挑戦しようと考えている」と地
域中小企業がインターンシップを受け入れる意義
を言及する。
　インターンシップ参加前には，ETIC. のコー
ディネーターと事前に面談し，全国の数カ所の受
け入れ候補者とオンラインで面談を行った。その
後，受入企業がプロジェクトを設計し，インター
ンシップが開始された。受入企業が近隣の住居を
確保し，毎日日報を記載し，目標設定と，定期的
な振り返りを実施し，半年後にはインターンシッ
プ実施の報告会が実施された。現地の事業の業務
を体験し，さらに新規事業の一つとして，企業そ
のものがコロナ禍の影響を受け困惑する環境に
あったが，新商品である除菌スプレーの販路開拓
や，クラウドファンディング企画の担当として，
各種調整や企画の実行，商品の配送などを経験
し，具体的な事業成果が得られた。
　当該事例では，地域創生に関連する経験を希望
する都会の学生が，講義がオンライン環境に変化
したことを受けて，どこでも講義が受講できる環
境になったことから，インターンシップ先の地域
に居住地を移した上で，オンライン講義を受講し
ながらインターンシップを実施する新たなスタイ
ルである。

4　復興・創生インターンシップ

　「復興・創生インターンシップ」は，復興庁事
業「伴走型人材確保・育成支援モデル事業」の 1
つであり，岩手県，宮城県，福島県の被災地域
で，経営者の右腕となり，就業体験に加え，被災
地の企業が抱える経営課題に経営者と学生が協働
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する実践型プログラムである 10）。2017 年度からの
4 年間で 1200 人以上の学生が参加し，500 社以上
の企業のプロジェクトが実行された。受入企業と
学生に対して，各地の 20 弱の地域のコーディネ
ート機関が，地域・地域中小企業に応じたプログ
ラムを策定する。地域特性や，地域のアクターを
知るコーディネーターが，地域との交流や，プロ
ジェクトの設定することに特徴がある。また，受
入企業にとっては，今まで実施できなかった経営
課題解決に外部のコーディネーターと，参加学生
と協働することによって，人材獲得力や若手の育
成に寄与できる利点があげられる。
　学生にとっては，受入企業とのマッチング面
談，事前のオリエンテーション，研修が実施され
る。期間中は現地のコーディネーターが，住居の
点なども踏まえたサポートを実施する。中には，
企業への交通手段が限定的なため，車でのサポー
トを実施する事例も確認できた。毎日の日報の提
出や，定例の研修会や交流会を実施し，学生の教
育効果を高めるサポートを実施した。その上で，
最終的には，報告会を実施し，学生の振り返り
と，企業への成果還元に加え，関係機関や地域の
他事業者に対するインターンシップの効果を波及
させる発信なども実施された。
　復興・創生という大義名分があり，財源が確保
されたことで，多くのコーディネート団体が各地
で誕生した。中間支援団体は，今までインターン
シップ事業を実施している団体と，新たにコー
ディネーター人材を雇用・育成して新規に取り組
む団体が存在する。4 年間の実践事業に加えて，
コーディネーターの連携や，育成の観点が事業に
も含まれ，団体やコーディネーターが設立され，
育成された点も特徴である 11）。

Ⅳ　地域創生インターンシップの課題

1　構造的課題

　一般的にインターンシップの課題としては，企
業・学生・大学の 3 者がそれぞれ異なる思惑を持
ち，企業と学生と大学が対等な関係になることは
難しく，3 者が同じ目的を有することが困難であ

る（野村・今永 2021）。
　大学が学生の教育機会や，平等性を優先する
と，地域の個別性や企業の個別性に対応できず実
施が困難に陥る懸念がある。また，大学は一定人
数を同じ企業や地域への受け入れを希望する場合
も想定されるが，企業の受け入れ人数の限界があ
る。一定期間に多くの人数が地域を訪れ，他の期
間は滞在しない場合も，受入側の環境整備や負担
が大きくなる。大学側からの地域に対する要望と
して教育に関する要望が強い場合は，地域・地域
中小企業側の負担が多い。受け入れるキャパシテ
ィが小さい場合は，地域中小企業が疲弊し，継続
できず単発化することが懸念される。大学が，個
別の地域の状況や企業の状況を把握し，丁寧なコ
ーディネートや，地域の実態に応じたプロジェク
ト設計が必要となる。このように地域創生インタ
ーンシップは，通常都会で実施される企業主導の
インターンシップとは異なる難しさが存在する。
　また，地域企業の採用数が限定的な場合や知名
度が低い場合，採用する企業が優位な立場ではな
く，学生をお客様扱いする場合も存在する。ある
いは，学生の状況を把握せず，労働力とみなすプ
ロジェクトは，アルバイト同様と学生に捉えら
れ，地域や地域企業の魅力を損なう懸念もある。
つまり，プロジェクトの目標を達成することに向
かって，対等な関係での実施が必要である。その
場合は，学生の状況や，プロジェクトの内容や期
間や難易度の調整が必要となるが，学生理解に乏
しい状態では実現が困難であり，プロジェクト設
計の修正や学生と企業双方のフォローが必要とな

図 4　3者の関係性（通常のインターンシップ）

出所：野村・今永（2021：図 3-11 抜粋）

企業と大学
企業と学生

大学 学生

企業

同じベクトルを共有することの困難さ
対等な立場を構築することの困難さ

学外活動
単位化の困難さ

企業優位の関係（採用・情報）教育とビジネスの両立
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る。また，魅力的なプロジェクトを作成した場合
も，企業単独で広報が困難な場合が多く，学生に
対して魅力的に伝えることができない。一般的
に，地域の中小企業が単独で，全国・個別大学を
通じて学生に発信することや，大学が全国の地域
との関係性を構築することは困難である 12）。
　さらに，大学側で単位化プログラムになってい
ない場合や，クオーター制が導入されていない場
合は，学生が参加可能な時期は，長期休暇の時期
に限定される。また，大学で学生に対するプログ
ラムが整備されている場合も，選択肢がなく強制
力が強い場合は，単位のために参加する学生は，
意欲が低い場合も考えられ，受け入れ地域側から
の評価が低くなることが予測される。

2　地域企業/学生/大学の課題

　地域企業は採用を定期的に実施していない場合
もあり，新卒採用を実施する場合も，定期的な採
用をしているとは限らない。また，企業の従業員
数が少ない場合は，企業内に学生が集まる作業空
間や議論場所が確保できないことも想定される。
恒常的に新卒採用を実施する企業と比較すると，
ブランド力も乏しく学生への広報力が弱く，学生
が集まらず，インターンシップの実施が困難な場
合も多いと考えられる。また，地域中小企業は，
学生や若者と接点が乏しく理解が乏しいことによ
り，若者とギャップが発生する場合がある。若者
に対する育成・指導などの経験が豊富でない場合
は，学生に対して物事を伝えることや学生と協働
への熟練度が低いことから，学生とのコミュニ
ケーションに苦労することが想定される。
　学生にとっては，通常のインターンシップや短
期間のインターンシップなどへの参加への障壁も
存在する。学生の将来やりたいことが定まってい
ない場合や，地域で活躍したいと考えていない場
合は，地域創生インターンシップへ参加すること
への障壁が高いことが懸念される。また，地域の
インターンシップの情報入手の方法が限定的で，
認知されていない可能性もある。インターネット
情報を活用することや，大学から宣伝・広報し，
学生に対して認知させることも必要である。実際
に学生が参加を決断した場合も，時間の確保や費

用負担に課題が残る。地域外の大学生が地域へ参
加するためには，一定期間連続して予定を確保す
る必要がある。大学側にインターンシップで長期
間大学外に参加できるような単位制度がない場合
は，夏季休暇や春休みなどを活用することが一般
的となる。遠隔地の場合は，学生の住居を確保す
る必要や，交通費などの費用負担の問題なども発
生する。そのため，通常のインターンシップと比
べて参加障壁が高くなる。
　大学が地域企業や地域に対して，直接関係性を
構築する障壁が高いこともあげられる。物理的に
距離が離れることになり，地域との信頼関係の構
築が困難である。複数の地域企業との間で関係を
構築する必要や，特定地域，個別企業の状況が異
なる状況を踏まえた関係性の構築が必要となる。
インターンシップの実施中も，現地に訪れてコミ
ュニケーションが困難な場合もあり，綿密なフォ
ローアップができず，インターンシップを効果的
に実施する難易度が高くなる。さらに，大学内に
単位化された制度や，クオーター制が導入されて
いない場合は，既存の制度を変更する必要があ
り，学内での意思決定プロセスを経た変更が必要
で，短期間での改革は一般的には困難である。こ
のように，大学においても，企業においても，学
生においても都会で実施されるインターンシップ
と比べて，地域創生のために地域で実施されるイ
ンターンシップの難易度や，乗り越えるべき障壁
が，それぞれの立場で存在する。

Ⅴ　コーディネーターの重要性

1　コーディネーターの役割

　学生・企業・大学などのアクターが抱える課題
を解決して，地域創生という目標に向かって，異
なる 3 者のインセンティブを統合させて，コー
ディネートする役割が求められる。一般的に，異
なる属性のアクターを連携し，プロジェクトを促
進させるには，コーディネーターが重要な役割を
果たす。都会に存在しながら，地域の情報の入手
が限定され，入手して意思決定することが困難な
場合も想定される。そのような状況ではコーディ
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ネーターが，仲介役，マッチング役としての機能
を果たす。
　コーディネーターの役割としては，学生に対し
ては，事前段階では，学生募集，面接，学生の目
標設定やマナーなどの事前研修，企業とのマッチ
ング面談などを行う。インターンシップ中は，学
生の日報などを確認や，途中で研修を実施した
り，企業や学生からの状況報告を受けて，伴走支
援やフォローアップや助言などを行う。事後に
は，インターンシップの実績や成果，学んだこと
を発表する会の設定と，振り返りと今後の目標設
定などを実施する。
　また，企業に対しては，事前段階では，学生募
集のサポートや，プロジェクト設計のために面談
や，学生とのマッチング面談のサポートなどを実
施する。インターンシップ中は，学生の状況につ
いて協議し，プロジェクトが成功に導かれるよう
に支援し，状況に応じて内容や目標を修正する。
事後段階には，インターンシップの成果の発表会
や，学生の様子からプロジェクトの総括を実施
し，今後に向けた改善策を協議する。

2　コーディネーターの特徴

　プロジェクトに応じて，毎回異なる関係性が求
められる中で，成功に導くためには，コーディ

ネーターの伴走支援が必要である。都会の学生で
地域のことを知らない場合は，環境の理解も必要
となる。そのためには，地域の理解が必要とな
り，現地の理解が必要である。さらに，伴走支援
のためには，地域や企業との信頼関係の構築が必
要であり，接点を多く持ち，企業からの信頼を得
ることが重要である。学生に対しても，教えると
いう関係性ではなく，なるべく対等な目線で，
コーチング，支援する形式で関わることによっ
て，プロジェクト中の報告・連絡・相談が円滑に
でき，より良いプロジェクトになり，学生にとっ
ての学びも最大化されると考えられる。また，企
業のプロジェクト設計のためには，企業の課題の
見極めが重要である。加えて，学生が興味を持つ
よう魅力的な提示も必要である。プロジェクト設
計に関する能力と，プロジェクトが学生に魅力的
に届ける異なる要素を実現する必要がある。その
ためには，地域企業と学生の双方の立場を理解し

「翻訳」し「調整」する必要がある。
　一人のコーディネーターが並行してプロジェク
トを担当できる数の限界も考慮が必要である。
コーディネーターへのヒアリングの結果，同時並
行は 5 社程度が上限の目安としてあげられた 13）。
地域でのインターンシップの場合は，遠隔地であ
る場合もあり，拠点からの物理的な距離も制約と
なる。つまり，一定の範囲内にコーディネート機
関や団体が存在することが求められる。コーディ
ネーターは，インターンシップのプロジェクトを
実施に加えて，地域外から訪れる学生が，地域企
業に滞在してインターンシップを実施するための
環境整備や，地域全体でインターンシップを促進
させるために，地域企業や学校関係者，中間支援
団体，自治体などの関係者との協議会の設立・運
営などがあげられる。これらの実現には異なる経
験や能力が必要となる。組織として地域創生に貢
献するために継続発展するためには，プロジェク
ト設計以外に組織運営や外部との連携・調整など
のマネジメント能力も必要となる。コーディネー
ターとして実践するためには一定の実践経験が重
要である一方，学生との年齢差が大きいと学生側
とのフラットな関係の構築が困難になる。双方の
バランスを両立させることが要求される。

図 5　コーディネーターの役割

出所：野村・今永（2021：図 5-1 抜粋）
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　Ⅵ　お わ り に

　本稿では，地域創生インターンシップにおける
学生・地域・大学の課題と，関係性や特殊性と，
コーディネーターの重要性を考察した。地域・企
業ごとに個別事情が存在する点は留意が必要であ
るが，一般的なインターンシップと比較し，関係
性を整理し，コーディネーターが重要な役割を果
たすことを示した点に価値が認められる。
　地域の中小企業は，インターンシッププログラ
ムを通じて社内の風土改革や，経営革新の機会と
することが期待される。一方，インターンシップ
プロジェクトが失敗する場合は，学生が地域を敬
遠することにつながり，地域側も単発で終了し，
今後の連携が困難になる懸念がある。

　一方で，魅力的な良いプロジェクトが設定でき
れば，良い学生が集まり成果が実現できる可能性
が高まる。学生が当該企業・地域に就職しない場
合でも継続発展し，地域中小企業の満足度も向上
し，ノウハウも蓄積され，次回以降さらに良いプ
ロジェクトにつながる。プロジェクトが継続し，
地域のブランド価値向上に寄与し，結果として地
域創生に貢献することが期待できる。
　学生にとっては，地域企業や地域との関係が構
築されることで，将来にわたって中長期的な時間
軸で貢献することが期待される。さまざまな制
約・枠組みが変化し境界が曖昧になっている。時
間や場所を選ばず，テレワークなどを活用して遠
隔地で働くことや，プロジェクト単位で複数の企
業に関与するフリーランスの働き方や，兼業副業
などが浸透する可能性が高い環境にある。地域企
業にとっては，自社が変化への対応が困難である
一方，外部人材の活用や協働・共創の好機と捉え
ることができる。このような協働・共創の時代を
迎える中，地域企業を知る学生が，地域企業で働
き活躍することに加え，都会で働きながら地域企
業との共創のコーディネーター役となることも期
待される。
　インターンシップ研究においては，企業側に視
点を置いた研究や，地域での長期インターンシッ
プ事例から成功するための企業の要素や，コー
ディネーターの役割などに関する研究は，さらな
る蓄積が期待される状況である。さらに，地域創
生インターンシップが地域中小企業にとっては経

図 6　コーディネーター組織に求められる要素
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営革新に向けた外部資源活用の一つであることが
期待されるが，地域企業の成功事例や失敗事例か
ら，共通の要素を明らかにすることや，地域中小
企業のインターンシップ・採用・育成・定着・活
躍などの実態把握や，参加学生の条件や参加者の
今後のキャリアへの影響などの追跡調査の実施な
ど，地域創生に向けたインターンシップ研究は黎
明期であることが想定される。地域創生インター
ンシップは学術的にも，実務的・実践的にも今後
の研究や実践の蓄積が望まれる領域だと考えられ
る。

  1）内閣府「地域創生インターンシップポータルサイト」を参
照。https://www.chisou.go.jp/sousei/internship/ （2021.5.20 ア
クセス）

  2）文部科学省（2021）「大学による地方創生の取組事例集」で
は，産学連携や地域創生の成功事例が取り上げられている。
https://www.tais.ac.jp/wp/wp-content/uploads/2021/05/ 
20210511-mxt_koutou01-000014454_1.pdf（2021.5.20 アクセス）

	 専門職大学は，2019 年 4 月より 55 年ぶりの法改正が行われ，
実践的な教育に意欲・適性を持つ学生，スペシャリスト志向
の学生を想定する。4 年制の大学の場合「600 時間以上の臨地
実務実習」「4 割以上が実務家教員」「学生は 40 人以下」など
の特徴がある。文部科学省 HP「専門職大学・専門職短期大
学」https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/index.
html（2021.5.20 アクセス）

  3）インターンシップの分類方法としては，例えば，経済産業
省（2014）では，「仕事理解型」「採用直結型」「業務補助型」

「課題協働型」「事業参画型」で分類される。
  4）筆者は COC＋事業に関与し，インターンシップを核とした

次世代地域リーダー育成プログラム「産業リーダーコース」
の設立と実践に関与した。県内就職率を向上させることを目
的とし，県内企業と連携した様々な種類のインターンシップ
プログラムを構築した。詳細は，今永ら（2019）参照。

  5）インタビュー調査は，2021 年 2 月から 4 月に 1 回 60 分から
90 分で実施した。対象は，G-net 代表理事南田修司氏，副代表
理事田中勲氏，棚瀬規子氏，木村愛氏，掛川遥香氏，浅野め
ぐみ氏，一般社団法人ワカツク代表理事渡辺一馬氏，夢古道
おわせ支配人伊東将志氏，株式会社バリューシフトコーディ
ネーター木村優哉氏。対象者は中間支援団体に所属し概ね 3
年以上のコーディネーター経験を有する知見者へのインタ
ビューを実施した。内容は「地域におけるインターンシップ
特徴と課題」「コーディネーターの業務内容」「コーディネー
ターの育成」「地域インターンシップを継続発展するための課
題」に関して半構造化インタビューを実施した。

  6）G-net は，2001 年 10 月に設立され，「地域産業の経営革新と，
担い手となる右腕人材の育成に取り組み，地域活性を支える
事業を輩出し続ける」ことをミッションとし，誰もがチャレ
ンジを保証され，支えあうことができる。そして，挑戦が評
価され，連鎖する社会の実現を目指している。

  7）船橋株式会社の詳細は，今永（2021：36）に詳しい。
  8）インターンシップに参加した学生は，今永ら（2019）の次

世代地域リーダー育成プログラム産業リーダーコースのプロ
グラムを受講し，非正課のプログラムとして，自発的に長期
インターンシップに参加した。

  9）夢古道おわせの支配人は伊東将志氏であり，商工会議所の
会員企業 900 社の受け入れ候補となるコーディネーターを務
める長期実践型インターンシップを実施していた。先端教育
機構（2017）『事業構想 2017 年 6 月号』参照。https://www.
projectdesign.jp/201706/local-innovator/003693.php （2021.5. 
20 アクセス）

10）復興創生インターンシップに関しては，URL を参照。https: 
//www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat4/sub-cat4-2/ 
20210327_intern.pdf（2021.5.20 アクセス）

11）復興創生インターンシップの詳細に関しては，公開情報に
加えて一般社団法人ワカツク代表理事渡辺一馬氏，株式会社
バリューシフトコーディネーター木村優哉氏にインタビュー
を実施した。

12）ETIC. など全国の中間支援組織で結成されたチャレンジコ
ミュニティは 77 団体（2021 年 3 月時点）が加入しており，
学生が地域のインターンシップ情報を検索するプラット
フォームであるプロジェクトインデックスは，全国 31 コー
ディネート団体（2021 年 4 月時点）の情報と，地域でのイン
ターンシッププロジェクトが掲載されている。https://www.
project-index.jp/（2021.5.20 アクセス）

13）コーディネーター経験を有する知見者へのインタビュー調
査の意見を統合した。
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